
9．用語集

用語 意味 参考法令
アルファベット

PRTR制度

Pollutant Realease and Transfer Register の頭文字
日本では「化学物質排出移動届出制度」と呼ばれる。平
成11年に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び
管理の改善の促進に関する法律」が成立し、化学物質を
取り扱う事業所から1年間にどのような物質がどのくらい
環境中へ排出したかという「排出量」や廃棄物としてど
れだけ移動したかという「移動量」を、事業者自らが都
道府県などを通じて、国に届け出る制度。

参考：PRTR広場
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html

ア行

上乗せ規制
各地方公共団体が定める条例の中で、法律や政省令で定
められている基準よりも、厳しい基準を設けること。

カ行

環境基準

人の健康を保護し生活環境を保全する上で維持されるこ
とが望ましい基準のこと。
大気汚染、公共用水域の水質汚濁、地下水の水質汚濁、
土壌汚染などそれぞれに基準が定められている。

環境基本法第16条
地下水の水質汚濁に係る環境基
準について

公共用水域
河川、湖沼、港湾、沿岸海域や公共の用に供される水域
とこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路などのこ
と。

水濁法第２条第１項

工場 →事業場を参照

サ行

事業場

汚水、廃液を公共用水域に排出する施設を備えた一般的
な意味での事業場。施設の集合で、当該事業場が所有す
る敷地全体を含む。
設備＜施設＜事業場（特定施設＜特定事業場）

関連項目：設備、施設、特定施設、特定事業場

施設

ある特定の目的のために、設計・建設された構造物のこ
と。
設備＜施設＜事業場（特定施設＜特定事業場）

関連項目：設備、事業場、特定施設、特定事業場

指定施設

・水濁法に定める有害物質を貯蔵し、または使用する施
設
・水濁法に定める指定物質を製造、貯蔵、使用、または
処理する施設。

関連項目：有害物質、指定物質、有害物質貯蔵指定施設

水濁法第２条第４項

指定物質

水濁法に定める有害物質及び油以外の物質であって、公
共用水域に多量に排出されることにより人の健康もしく
は生活環境に被害を生ずるおそれがある物質。
平成25年３月末現在で56項目

関連項目：生活環境、有害物質

水濁法第14条の２第２項
水濁法施行令第３条の３

水質汚濁防止法

工場・事業場から公共用水域への排出水、地下への浸透
水を規制し、また生活排水対策を実施することにより、
公共用水域及び地下水の水質汚濁を防止することを目的
とする法律で、その目的を達成するために、工場・事業
者からの排出水に係る排水基準の遵守、地下浸透規制等
の規定を設けている。

生活環境

環境基本法第２条第３項に定められている、「人の生活
に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係の
ある動植物及びその生育環境」のこと。
水質汚濁により影響を受けるものとしては、水浴、沿岸
の散歩、自然探勝、水産物、農産物などが挙げられる。

環境基本法第２条第３項
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（水濁法）政令市
水濁法第28条により、都道府県知事の権限に属する事務
の一部を市長が行うことができる市のこと。

水濁法第28条
水濁法施行令第10条

設備

施設の一部または付帯して設置されるある機能を有した
構造物のこと。
設備＜施設＜事業場（特定施設＜特定事業場）

関連項目：施設、事業場

タ行

地下浸透規制

水濁法では、有害物質使用特定事業場から水を排出する
事業者は、｢水質汚濁防止法施行規則第六条の二の規定に
基づく環境大臣が定める検定方法｣（平成元年環境庁告示
第39号）により有害物質が検出される水を地下に浸透さ
せてはならないと定めている。
この値は、おおよそ環境基準の10分の1以下に設定されて
おり、厳しい地下浸透規制が講じられている。

関連項目：有害物質使用特定施設、有害物質使用特定事
業場、環境基準

水濁法第12条の３
水濁法施行規則第６条の２

地下水
社会通念上「地下に存在する水｣をいい、通常、自然の状
態として地下に存在する水をいう。地下水に該当しない
例としては、下水道施設内の水がある。

地下水汚染

地下水の水質が汚濁された状態を指し、水質以外の水の
状態（例えば水温など）が悪化することを含む。つま
り、重金属等の汚染物質等による常識的な意味での水質
の汚濁に加えて、水への着色及び水温の問題を含む。
ただし、本マニュアルにおいては、水濁法に定める有害
物質による汚染を主に想定している。

関連項目：地下水

貯油施設 油を貯蔵し、または油を含む水を処理する施設。
水濁法第２条第５項
水濁法施行令第３条の４、第３
条の５

同等以上
同等又はそれ以上、という意味であり、同等であれば含
まれる。

毒劇法

｢毒物及び劇物取締法｣
毒物及び劇物について、保健衛生上の見地から必要な取
り締まりを行うことを目的とする法律で、該当する物質
の販売や製造を規制している。

特定事業場
特定施設を設置する工場又は事業場

関連項目：特定施設、事業場

特定施設

以下のいずれかの要件を備える汚水又は廃液を排出する
施設で、酸・アルカリ表面処理施設等、該当する施設の
種類が水濁法施行令第１条の別表第１で定められてい
る。
・有害物質を含むこと
・水素イオン濃度等の項目が生活環境に被害を生じるお
それがある程度であること

関連項目：有害物質、生活環境、有害物質使用特定施
設、指定施設

水濁法第２条第２項
水濁法施行令第１条、別表第１

特定地下浸透水

有害物質使用特定施設を設置する特定事業場から地下に
浸透する水で、有害物質使用特定施設に係る汚水等を含
むもの

関連項目：有害物質使用特定施設

水濁法第２条第８項

土対法

｢土壌汚染対策法｣
土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護すること
を目的として、土壌の特定有害物質による汚染の状況の
把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防
止に関する措置を定めたもの。
平成21年4月の改正により、一定規模以上の土地の形質変
更時の調査の実施、自主的な調査の活用、汚染土壌の適
正な処理の義務付けなどが規定された。

ナ行
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ハ行

排水基準

特定事業場から公共用水域への排出水の汚染状態（熱に
よるものを含む）の基準であり、有害物質、生活環境に
係る物質のそれぞれに許容限度が定められている。
水濁法において、特定事業場から公共用水域に排出水を
排出する事業者は、事業場の排水口において排水基準に
適合しない排出水を排出してはならないと定められてい
る。

関連項目：公共用水域、有害物質、生活環境

水濁法第３条
排水基準を定める省令第１条

マ行
ヤ行

有害物質

人の健康に被害を生ずるおそれがある物質として水濁法
施行令で定められている物質のこと。平成24年５月末現
在で28項目。

関連項目：指定物質

水濁法第２条第２項第１号
水濁法施行令第２条

有害物質使用特定事業場
有害物質使用特定施設を設置する特定事業場

関連項目：有害物質使用特定施設、特定事業場
水濁法第２条第８項

有害物質使用特定施設
有害物質を製造、使用又は処理する特定施設のこと

関連項目：有害物質、特定施設、有害物質貯蔵指定施設
水濁法第２条第８項

有害物質貯蔵指定事業場
有害物質貯蔵指定施設を設置する工場又は事業場

関連項目：有害物質貯蔵指定施設

水濁法第14条の３
※平成23年法律第71号「水質汚
濁防止法の一部を改正する法
律」（平成23年6月22日公布）

有害物質貯蔵指定施設

有害物質を貯蔵する指定施設のうち、有害物質を含む水
が地下に浸透するおそれがある施設で、有害物質を含む
液状のものを貯蔵する施設のこと

関連項目：有害物質、指定施設、有害物質使用特定施設

水濁法第５条第３項
水濁法施行令第４条の４
※平成23年法律第71号「水質汚
濁防止法の一部を改正する法
律」（平成23年6月22日公布）
※平成23年政令第367号｢水質汚
濁防止法施行令の一部を改正す
る政令｣（平成23年11月28日公
布）

有害物質を含む水

「有害物質を含む水」の「水」は水濁法上「液状のも
の」と同義で用いられ、これには、有害物質を微量わず
かに含む廃液、液体の有害物質１００％のもの等が含ま
れる。具体的には、水質汚濁防止法施行規則第６条の２
の規定に基づく環境大臣が定める検定方法（平成元年環
境省告示39号）により検定した場合において、有害物質
が検出される水のことをいう。

関連項目：有害物質

要措置区域（土対法）

土対法に定める特定有害物質により汚染され、汚染の除
去や拡散の防止等の措置を講ずることが必要である区域
として都道府県知事により指定された土地のこと。
以下のいずれにも該当している場合に指定するものとさ
れている。
○土壌汚染状況調査の結果、当該土地の土壌の特定有害
物質による汚染状態が環境省令で定める基準に適合しな
いこと。
○土壌の特定有害物質による汚染により、人の健康に係
る被害が生じ、又は生ずるおそれがあるものとして政令
で定める基準に該当すること。

土対法第６条

ラ行

リスクコミュニケーション
環境リスクなどの化学物質に関する情報を、市民、事業
者、行政等のすべての関係者が共有し、意見交換などを
通じて意思疎通と相互理解を図ること。

漏えい
液体が施設本体や配管などの設備から漏れ出ること全般
を指し、量は関係ない。
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（参考）検討会の開催経緯と議題 

 

日 時 主 な 議 題 

第１回 

６月２８日（火） 

１０：００～１１：４０ 

１．検討会の設置について 

２．既存の条例、マニュアル等の整理 

３．今後の検討方針 

４．今後の予定 

５．その他 

第２回 

７月１５日（金） 

１４：００～１７：１０ 

１．業界団体等のヒアリング調査結果について 

２．第１回検討会における指摘に関する情報について 

３．地下水汚染の未然防止のための措置の骨子について 

４．その他 

第３回 

７月２６日（火） 

１４：００～１６：５０ 

１．前回までの検討会等における指摘に関する情報について 

２．地下水汚染の未然防止のための措置について 

３．指針及びマニュアルの記述方針について 

４．その他 

第４回 

８月２３日（火） 

１４：００～１７：３０ 

１．これまでの検討会の主な指摘・意見に対する対応方針等につい

て 

２．地下水汚染の未然防止のための措置（素案・修正版）について 

３．指針及びマニュアルの記載内容骨子（案）について 

４．その他 

第５回 

９月１３日（火） 

１４：００～１７：１０ 

１．地下水汚染の未然防止のための措置（案）について 

２．指針及びマニュアル（素案）について 

３．第４回検討会における指摘に関する情報について 

４．その他 

第６回 

１１月１５日（火） 

１５：３０～１８：３０ 

１．指針及びマニュアル（素案）について 

２．その他 

第７回 

１１月２９日 

１４：００～１６：４５ 

１．指針及びマニュアル（素案）について 

２．その他 

第８回（最終） 

１２月１９日（月） 

１５：０５～１７：２５ 

１．マニュアル（案）について 

２．その他 
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「地下水汚染未然防止のための構造と点検・管理に関する検討会」 

委員名簿 

 

氏 名 所属・職名 

安藤 研司 一般社団法人日本化学工業協会 環境安全部 部長 

及川 勝 全国中小企業団体中央会 政策推進部長 

小黒 一彦 東京クリーニング生活衛生同業組合 理事 

笠松 正広 大阪府環境農林水産部 環境管理室長 

岸川 敏朗 
前神奈川県環境農政局環境部 部長 

（公益社団法人 神奈川県産業廃棄物協会 専務理事） 

杉本 利幸 愛知県環境部水地盤環境課長 

巣山 廣美 
石油連盟環境部会土壌ワーキンググループ 主査 

（昭和シェル石油（株）） 

永田 一雄 
全国鍍金工業組合連合会 環境委員会 副委員長 

（東京都鍍金工業組合副理事長、（株）梅田鍍金工業所代表取締役社長）

平田 健正 和歌山大学 理事 

古米 弘明 東京大学大学院工学系研究科附属水環境制御研究センター教授 

細見 正明（座長） 東京農工大学大学院 共生科学技術研究院 教授 

山本 幸雄 
日本鉱業協会 水質専門委員会 委員  

（三菱マテリアル（株）環境部門長） 

（五十音順、敬称略） 
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